
（別紙様式）                                                                             （Ａ３判横） 

令 和 ４ 年 度 学 校 自 己 評 価 シ ス テ ム シ ー ト （ 県 立 越 谷 特 別 支 援 学 校 ） 

目指す学校像 一人一人の児童生徒の豊かな成長を支援し、保護者と地域の信頼に応える学校       

※学校関係者評価実施日とは、最終回の 

 学校評価懇話会を開催し、学校自己評 

 価を踏まえて評価を受けた日とする。 

       

達 

成 

度 

Ａ ほぼ達成(８割以上)  

重点目標 

１ １２年間を見通した教育課程の編成と、児童生徒一人一人を大切にした教育活動を行う。 

２ 肢体不自由特別支援学校として、保護者と地域に信頼される学校づくりを行う。 

３ 安心安全な教育環境づくりと、その基盤としての教育力を高める教員集団づくりを行う。 

 Ｂ 概ね達成(６割以上)   
出席者 学校関係者 １３ 名 

    生徒  １ 名 

   事務局(教職員)  ６ 名 

 Ｃ 変化の兆し(４割以上)   

 Ｄ 不十分(４割未満)   

   ※ 重点目標は３つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目（年度達成目標を意味する。）は複数設定可。 

   ※ 番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、方策の評価指標」を設定。 
         

学校自己評価  学校関係者評価 

年度目標 年度評価（ １月３０日 現在）  実施日 令和５年３月２日 

番

号 
現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 

達成

度 
次年度への課題と改善策  学校関係者からの意見・要望・評価等 

1 

〇「主体的で対話的な深い学びの指導実践」を

テーマに３年間研究を重ねてきた。今後は「深い

学び」を充実させるために、学習指導要領に基

づき教科としての授業づくりを徹底すること、教

材・教具や ICT などの学ぶ手段の拡充、学校の

枠を超えた人材や機会を活用することなど、多様

な取組みで教育活動の充実を目指すことが必要

である。 

 〇児童生徒の「自立」について、教職員集団と

して共通概念・共通理解・共通言語化が課題で

あり、保護者とも認識を共有することが必要であ

る。「自立」の概念について協議し、児童生徒の

自己実現を支える教職員としての可能性と責任

について検討を始めている。児童生徒が目指す

「自立」について概念を整理することが、１２年間

を見据え、児童生徒一人一人の自己実現を図る

ための教育活動につながると考える。 

（１）学習指導要

領に基づいた

目標と内容を、

児童生徒に合

わせた多様な

方法で指導し、

適正に評価す

る。 

教育課程検討委員会を中心

に、研究部・自立活動部・類

型主任会により学習指導要

領と教科学習について教職

員の専門性を高めるため、適

正な目標立てと評価に関す

る研究や研修を行う。 

学習指導要領にもとづいた教

科学習を計画、実施、評価し、

学部等で共有し、日々の授業

を改善することができたか。 

 学習指導要領における教科の目標

や内容を教科ごとに読み込み、指導内

容を考える研修を行い全校が教科で

学ぶことの知見を深めた。それにより教

科の実践において学習指導要領を根

拠とした指導ができつつある。 

  

A 

 学部ごとに、児童生徒の実態をもと

にした流れ図作成研修や、育成を目

指す資質・能力での実態と実践の整

理をする研修に取組んできた。次年度

は研修で取り組んできたことを反映し

た指導計画を作成し、児童生徒が何を

学び、何ができるようになるかをより重

視した教育活動が展開したい。 

 

・学校全体として熱心に取り組んでいる。 

・教育の理念を具体的にどのような方法・内容

で指導に生かされるのかが専門性に繋げられ

るとよい。 

・「自立」についての概念を共通に理解するこ

とはとても重要なので、今後も引き続き研究を

深めてほしい。「自立」の概念規定の一致だ

けではなく、教育課程との関連性や、今行っ

ていることが、「自立」とどう繋がっているのか

が意識化できたり、個人のニーズに合わせた

「自立」に発展していけるとよい。 

・児童生徒が「主体的に学ぶ」ための方向性

や課題設定、教員の捉えを深めていけるとよ

い。子供が「自分がやれる」ということを実感さ

せられる授業づくりを期待したい。 

・連携をとり、専門性を高めていくことはとても 

良い。今後も継続をしてほしい。 

（２）自立につい

て共通概念・共

通理解・共通言

語化し、１２年

間の系統的な

学びと児童生

徒の自己実現

を支える。 

児童生徒が目指す自立につ

いて共通理解し、外部からの

人材の活用や他機関・他校と

の連携を行い、社会参加を

見据えた系統的で計画的な

授業づくりを行う。 

自立と社会参加につながるた

め、外部講師活用や ICT など

の手立てを考え、児童生徒の

学びを深めることができたか。 

自立について全校で言語化をするた

めに協議を行い煮詰め、「人とのかか

わりを通じて、自分でできることを増や

したり、好きなことをみつけたりし、気持

ちや要求を伝えることで自己実現する

こと」と集約した。外部講師による専門

的知見を活用し、ICT を織り交ぜなが

ら児童生徒の学びを広げ、深めること

ができた。 

A 

児童生徒の「自立」の概念整理は、そ

の過程も大変有意義であった。学校全

体から学年や学級といった単位に至る

まで、児童生徒が目指すことを共有し

ながら社会の中で学ぶ仕掛けづくりに

取り組む必要がある。 

2 

〇交流教育や関係機関との連携については、新

型コロナ感染症対策のため、書面や動画を用い

実施した。今年度も地域の感染状況を鑑み、学

びを止めないための実施方法や形式を検討して

いくことが必要である。 

〇支援籍学習や交流教育については、事前の

情報提供や連絡を入念に行い、児童生徒にとっ

て多様な学びの場のひとつとなるよう、ねらいを

共有して取組む必要がある。 

〇各学部や訪問教育、寄宿舎での学習活動に

ついて、定期的にホームページで発信を行って

いるが、学部間等で頻度に違いがある。また、本

校の教育活動の実践や情報が伝わるように、更

なる改善ができるとよい。 

（１）センター的

機能による地域

の特別支援教

育と、共生社会

を目指した教育

活動を行う。 

①オンライン等を併用し機会

を作り、地域への教育相談、

巡回支援や学校公開を行う

ことで、支援方法の充実や学

びの場をひろげるよう働きか

ける。 

②地域とともに学ぶ教育に取

り組むため、支援籍学習、交

流及び共同学習、寄宿舎交

流会を計画し、実施する。 

①手段・方法を工夫して特別

支援学校のセンター的機能を

発揮し、地域の障害のある子

供たちのための支援ができた

か。 

②支援籍や交流先の学校とと

もに共生社会を目指した協働

的な教育活動を行うことができ

たか。 

定例の学校公開に加えて、必要に応じ

て、臨時の学校見学や教育相談、地

域への相談のための派遣を行い、子

供の学びの場を考える支援を行うこと

ができた。支援籍や交流会では相手

校と連携し準備を進め、十分な感染対

策やリモート実施を併せながら行うこと

ができた。 

 

A 

 地域の児童生徒が今の学びの場で

より効果的に学ぶことについて支援す

るとともに、成長や障害の状況に合わ

せて学びの場を適切に選択していける

ようにする。全教職員が子供の未来を

想像しながら関わっていくことが重要

である。交流会や支援籍学習ではお

互いに学びとなる交流がなされてき

た。この交流をもとに協働的な観点で

次年度は一歩踏み込んでいきたい。  

 

・児童・生徒の障害や実態が多様化している

中で、どのように地域と連携・理解を取れるか

が今後の課題である。地域にとっても頼れる

存在であってほしい。 

・今地域で起きている困難さへの支援だけで

はなく、越谷特別支援学校の卒業生が利用し

やすい社会資源の育成も心掛けてほしい。 

・保護者アンケートの回収率アップのためのア

イデアが必要である。数値の結果だけではな

く、学校からの意見が添えられているのはよ

い。アンケート結果を数年間の振り返りで検討

してみることも大切である。 

・情報を発信することは重要だが、授業の写

真を撮るよりも児童生徒と対峙する時間がと

れるとよい。どこに何を発信するか再考すると

よい。 

（２）教育活動を

発信し、保護者

や地域の信頼

に応える学校づ

くりを行う。 

①保護者の意見を学校運営

に活かすことのできるアンケ

ートを実施する。 

②様々な通信手段を活用し、

保護者や地域のニーズに応

える情報発信をする。 

①学校運営に反映できる保護

者アンケートを実施することが

できたか。 

②様々な通信手段を活用し、

保護者や地域のニーズに応え

る情報が発信できたか。 

Web フォームでの保護者アンケートを

実施、概ね良好な評価とともに自由記

述として意見や要望を集めることができ

た。保護者のメール登録が進み、学校

からの通知はメールを主軸にして行う

ことができた。 

B 

保護者アンケートの回答率を上げるた

めの web フォームは、回答数が上がら

ず再度の依頼をした。回答率を上げる

ための方策を考える必要がある。 

3 

〇危機管理マニュアルや新型コロナ感染防止ガ

イドライン等をもとに危機対策を行っている。昨年

度は防災デーとして引取り訓練を実施した。随時

の事故報告・ヒヤリハット報告と事故予防啓発に

取組んでいる。教職員一人一人が常に危機意識

をもって行動できるようにすることが課題である。 

〇教職員がいきいきと働き、教育活動を充実させ

るために、働き方改革に取組んできた。今後も教

育の質の維持向上のため、更に改革に取組む

必要がある。 

（１）災害への備

えや緊急時の

対応、感染症対

策など、児童生

徒にとって安心

安全な教育環

境を整える。 

各種マニュアル・ガイドライン

等を更新し、誰もが適切な対

応ができるように、実際を想

定した訓練を実施する。 

実際を想定した訓練を行い、

教育環境を整えることができた

か。 

 引取り訓練では、マニュアルに沿った

指示連絡のもと、メールで保護者へ引

取り依頼をして実施するなど実際を想

定して行うことができた。 

  
A 

 どのような時に災害が起こるかわから

ないため、登下校中などこれまで行っ

ていない想定での訓練が必要である。 

 
 

・廊下や教室内の備品・教材をもう少し整理

するとよい。 

・引取り訓練が実施できて良かった。今後も保

護者と学校が協力し、また更にバス会社や児

童デイサービスとの連携が重要である。 

・新型コロナ感染拡大防止に関しても関係機

関との連携が必要である。 

・業務改善は大切だが、学校で毎日子供たち

に誠実に向き合っている教員の心身の健康

が守られるような視点も必要である。 

（２）教育の質の

維持向上を図る

ための業務改

善を行う。 

学校課題会議を中心に、実

効性の高い業務改善の方策

を立てる。 

業務効率が改善し、教育の質

の維持向上につなげることがで

きたか。 

web 目安箱に寄せられた教職員の気

づきをもとに、再調理体制の改善など

業務の効率化をすることができた。 
A 

 児童生徒の教育効果という本質を尊

重しつつ、既成概念に囚われない働き

方・組織のあり方を考え実行していくこ

とが必要である。 

 


